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鈴木先生から日本の入管政策の動向についてお話があります。外国人労働者の問題は，
国の政策に関わるものですので，その是非を議論するものではありませんが，外国人
が日本で生活するうえで必要なサポートをし，基本的なインフラ整備を進めていくこ
とは重要な課題です。外国人の生活環境が整備されないと，これまでお話しさせてい
ただいたような地域での課題がさらに顕在化する懸念があります。新宿区はこれまで
様々な取組をしてはいますが，これは一つの区の単位で解決できることではありませ
ん。従って，一自治体だけではなく，もっと広域的な対策が求められてくるかと思い
ますので，この点については，鈴木先生のお話をお聴きして勉強させていただきたい
と思います。
　ご清聴ありがとうございました。（拍手）
日本の入管政策の動向
鈴木  潔
　内野先生，大変貴重なご報告をありがとうございました。私の方からは，「日本の入
管政策の動向」ということで，お話致します。
　外国人在留者が増加し始めた1980年代から現在（2010年代）までの日本の入管政策
について，駆け足で触れてみたいと思います。その際，気にしておきたいポイントが
あります。「日本の入管政策」と今申しました。日本では「入管政策」といっておりま
すが，アメリカではこれは「移民政策（immigration policy）」です。他の国と比べた場
合の日本の政策の特徴は，基本的に，人手不足を理由にして外国人労働者を受け入れ
ることをしてこなかった，ということです。しかし意外なのは，私たちの周りでは沢
山の外国人の方が働いているという実態です。国は認めていないのに，働いている
人がいる。これは何故なのか，ということですが，まず日本人の血統を引いている人，
いわゆる日系人は働いてもいいことになっています。それから，発展途上国への国
際協力のために日本に来ている研修生・技能実習生は働いてもいい。経済連携協定
を結んでいる一部の国の人は看護師，介護士として働いてもいい。それから留学生。
先ほど内野先生も仰いましたように，彼らはアルバイトというかたちで働いていま
す。こうして，「事実上の」労働力を受け入れている訳です。つまり，外国人や移民
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を正式な労働者として「正面玄関から」受け入れるのではなくて
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，他の理由で「裏口
から」受け入れる。こういう日本政府の対応が「サイドドア政策」ということで批判
されています。サイドドアから受け入れられる人たちは「労働者」ではないので，労
働関係法令が適用されていないではないか，移民や外国人労働者の受け入れを認め
ないことが多文化共生や社会的な包摂政策の遅れに繋がっているのではないかとか
いう批判が，国内外から寄せられているところです。何故日本はこのようなサイド
ドア政策を採ってきたのかということも含めて，以下，日本の入管政策を見ていきま
す。
　まず，入管政策を規定する三つの要因があります。アメリカやヨーロッパの移民研
究者の主張するところによりますと，三つの原理でその国の移民政策は決まる，とい
うのです。一つには「主権の原理」です。これは，自国民の利益の優先を求める考え
方です。外国人或いは移民が増加すると，自国民労働者の失業が発生したり，待遇が
悪化したりする。また，治安が不安定化する懸念がある。そのため，移民受入れを出
来るだけ抑制するべきだという考え方になります。これを日本国内で当てはめると，
「主権の原理」を重視して行動しているのは，法務省入国管理局です。不法就労者や不
法滞在者を取り締まる立場ですから。また，厚生労働省もそうです。ここは自国民労
働者を保護する立場にありますので。外国人の低賃金労働が増えると，自国民の待遇
が悪くなってしまいます。或いは，民間でいいますと，連合（日本労働組合総連合会）
も外国人労働者の受入れには消極的です。それから，日本国民の世論も全体としては，
外国人労働者を積極的に受け入れたいとは必ずしも考えていないでしょう。
　二つには「経済の原理」です。これは，移民の積極的な受入れを求める考え方です。
日本の産業界の一部は，賃金の高い自国民労働者よりも，安価な外国人労働者を必要
としております。また，少子高齢化によって看護師や介護士の不足も発生しておりま
す。一方で，日本の競争力を高めるために，高度なスキルを持った外国人を積極的に
導入したいという要求もあります。こういう立場で行動するアクターは経団連（日本
経済団体連合会）です。経団連はかねてより外国人労働者の積極的な受入れを求めて
きました。また人手不足の業界を保護・支援する立場にある経済産業省，国土交通省
も外国人の受入れに積極的です。それから，外国人労働者を送出する国との外交交渉
に当たる外務省も，同様の立場にたっております。
　最後に「人権の原理」があります。これは，外国人に対しても自国民と同等の権利
を保障しないといけない，基本的人権は日本人だけではなく外国人にも適用されるの
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だ，とする考え方です。これは日本に限らず，欧米諸国でも戦後に確立した自由主義
体制の下で尊重される考え方です。この立場にたって行動するアクターは，日本では
裁判所です。或いは，日本弁護士連合会や人権擁護団体，そして地方自治体。こうい
う団体・組織が外国人の権利擁護の観点から活動しているといえるかと思います。
　具体的に日本の入管政策の現状をみていきましょう。日本における移民政策の基本
方針は「第９次雇用対策基本計画」（1999年８月閣議決定）および「未来投資戦略2017」
（2017年６月閣議決定）に示されております。その要旨を簡単に申しますと，「専門的・
技術的分野の外国人」─ 医者とか大学の先生とか調理師（シェフ，パティシエ）と
か ─ については積極的に受け入れる，どんどん来てもらって構わないが，「それ以
外の分野の外国人」については様々な検討を要する，慎重に検討しなければならない，
というものです。もう一つの特徴は，日本政府が移民を受け入れない方針を一貫して
維持していることです。そのため，日本で就労する外国人を「移民（immigrants）」と
呼ぶことは注意深く避けられ，その代わりに「外国人労働者（foreign workers）」や「外
国人材（foreign human resources）」という言葉が用いられています。今年（2017年）内
閣が取りまとめた上記「未来投資戦略 2017」では，「真に必要な分野に着目しつつ，外
国人材の受入れのあり方について総合的かつ具体的な検討を進める。このため，移民
政策と誤解されないような仕組みや国民的コンセンサスのあり方を検討していく。」
と述べています。つまり，外国人は受け入れるけれどもそれは移民政策ではないのだ，
ということを再三再四，強調しているのが日本の入管政策の特徴といえます。
　日本の入管政策を規定している法律は「出入国管理及び難民認定法」（以下，入管法）
です。これは法務省が所管しております。日本に入国，在留する外国人は，原則とし
て入管法に定める28種類の在留資格のいずれかを有する必要があります。日本の入管
政策の特徴として，「労働者の質に基づく調整制度」であって，「労働者の量に基づく
調整制度」ではない，という点があります（厚生労働省2002：25－34）。専門的・技術的な
職種の外国人については数的な制限なく受け入れます。例えば博士号を持っている等，
一定の基準を満たせば量的な制限は設けません。これに対して，多くの欧米先進国で
は，労働市場テストとか数量割り当て制度といった，量的に上限を定める制度を採用
しています。労働市場テストというのは，一定期間の求人を出しまして，国内労働者
により充足されないことを確認するなど，労働市場の状況を踏まえて外国人に就労の
許可を与える仕組みです。例えば，日本人だけでは労働者が足りないということがハ
ローワークの調査で分かった，だから外国人労働者を募集しますよ，というかたちに
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なります。数量割り当て制は，その名の通りでありまして，全体の受入れ人数の上限
を政府がその年ごとに決める。例えば農業分野は２万人，製造業は５万人……という
かたちで受け入れるのです。日本にはこれらの仕組みがありません。こうした労働市
場テストや数量割り当て制を導入したならば，日本がフロントドア，つまり正面から
外国人労働者の受入れに踏み切ったことになるのですが，それは取り入れられており
ません。
　総在留外国人数と日本の総人口に占める割合の推移をご覧ください。在留外国人の
数が大きく伸びている時期が幾つかあります。１つは1990年です。1980年代の終わり
頃はちょうどバブルの時期に当たっています。この時期に在留外国人が増え始めてい
ます。この傾向は2005年頃までずっと続きます。2007〜2008年あたりで少し鈍化しま
すが，これにはリーマンショックの影響があります。また，東日本大震災の影響で
2011年には減少しましたが，その後，2012年以降はどんどん増加してきている状況で
あります。昨年（2016年）10月時点で108万3769人の外国人労働者が日本にいることに
なります。その国籍別の内訳は次の通りです。中国（香港等を含む）34万4658人（31.8％），
韓国４万8121人（4.4％），フィリピン12万7518人（11.8％），ベトナム17万2018人（15.9％），
ネパール５万2770人（4.9％），ブラジル10万6597人（9.8％），ペルー２万6072人（2.4％），
G7/8＋オーストラリア＋ニュージーランド６万7355人（6.2％），その他13万8660人
（12.8％）。次に，在留資格別の内訳は次の通りです。専門的・技術的分野の在留資格（日
本政府が積極的に受け入れている「就労目的で在留が認められる者」に相当し，具体的には
教授，高度専門職，経営・管理，法律・会計業務，医療，研究，教育，技術（人文知識・国際業
務），企業内転勤，技能（外国料理の調理師，スポーツ指導者など）に分れます）20万994人
（18.5％），特定活動（EPAに基づく外国人看護師，介護福祉士候補者，ワーキングホリデー，
外国人建設就労者，外国人造船就労者など）１万8652人（1.7％），技能実習（日本で技術を
身に着けて，母国でそれを活かす目的の者）21万1108人（19.5％），資格外活動（その多くは
留学生のアルバイトです）23万9577人（22.1％），身分に基づく在留資格（「定住者」─ 主
として日系人 ─ や「永住者」など）41万3389人（38.1％），不明49人（0.0％）。
　1990年代の日本の入管政策の背景と経緯についてみていきましょう。このバブル経
済の時期に外国人労働者が急増します。日本は好景気で人手不足でした。製造業，建
設業などで，就労資格を持たない，いわゆる不法就労が多く発生し，政府はこれへの
対応を迫られました。そこでは様々な議論がありました。法務省や労働省がお互いに
対立して，どちらが外国人労働者政策を所管するかを巡って，つばぜり合いもありま
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したけれども，最終的には第六次雇用対策基本計画（1988年閣議決定）で「専門的・技
術的な能力や外国人ならではの能力に注目した人材の登用は，可能な限り受け入れる
方向で対処する。不法就労への効果的な対応策も含め，慎重かつ速やかに検討を行う。
いわゆる単純労働者の受入れについては，十分慎重に対応する。」という方針が決まり
ました。この方針を受けて，具体的な政策が幾つか取られました。一つは入管法の改
正（1989年12月）です。これにより，雇用者罰則規定が導入されました。2017年現在，
不法就労と知りながら外国人を採用した者（不法就労助長行為者）には，３年以下の懲
役または300万円以下の罰金が科されます（73条の二，１号）。こうした取り締まり政策
の導入がまず行われます。次に，定住者と研修生に関する法務大臣告示が1990年６月
に出され，これにより，日系南米人三世や研修生を事実上の
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労働者として受け入れる
道が開かれました。これには，経済界とりわけ人手不足の中小企業などからの強い要
望があったのです。これが，今日「サイドドア政策」といわれるような，日本の入管政
策の特徴を形作ることになりました。その後，研修制度をヴァージョンアップさせた
仕組みである外国人技能実習生制度が1993年４月から導入されます。これは，外国人
が働きながら技能を実習する仕組みであります。目的は人手不足への対応ではなく，
発展途上国への技能移転による国際協力だといわれたわけですけれども，実際にはそ
れが人手不足解消策だということは公然の秘密と言えるでしょう。滞在期間は２年に
制限されて，働くことが出来る職種も製造業にほぼ限定されます。２年経ったら母国
に帰らなければなりません。再び技能実習生として日本に来ることも認められません。
家族の帯同も認めません。こうしたことが定住化を防ぐ仕組みです。外国人は，最初
の１年間は「研修生」として扱われ，労働者としての地位を持ちません。技能検定に
合格すれば労働関係法令が適用されるようになります。２年目になりますと，「研修
ビザ」から就労可能な「特定活動ビザ」に切り替えるという複雑な手続になります。
　こうした政策の結果，どのような変化が起きたでしょうか。まず，定住者として認
められた日系ブラジル人は，1989年には約１万5000人が日本に滞在しておりましたが，
ピーク時の2007年で32万人に上っており，約20倍にも増加しています。法律ではなく
法務大臣告示によって，このような大きな政策変更が行われたことになります。また，
研修生や技能実習生も，もともとは数千人しかいなかったのが，1990年代には４万人
前後にまで増加します。私たちが日本国内で働く外国人を多く見かけるようになるの
はこの時期からです。少し分析してみますと，日本の外国人労働者政策は不法就労対
策として始まっている。入管法を所管する法務省は，基本的に治安維持を最優先とし
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ておりますので，その意味で先ほどの「主権の原理」がこの時期の入管政策には色濃
く出ているといえましょう。しかしながら，他方，「定住者」或いは「実習生」という
カテゴリーを作って，人手不足の産業界の要請にも部分的に対応するという妥協策と
いう面もありました。政府は労働者として外国人を受け入れることは拒否したわけで
すから，アメリカやヨーロッパのような労働需給調整の仕組みは存在しません。あく
までも入管法の観点から外国人を受け入れることになります。
　次に，2000年代の入管政策です。この時期の背景や経緯をみますと，この間，米国
同時多発テロなども発生しました。また外国人犯罪も増えておりましたので，法務省
入国管理局は治安維持の観点から様々な罰則を設けるなどの法整備を行いました。し
かしながら2000年代半ばになりますと，少子化（人口減少）というテーマに社会的な関
心が高まります。そこで，2005年の第３次出入国管理計画（３月法務大臣決定）では，
「生産年齢人口の減少の中で，わが国経済の活力及び国民生活の水準を維持する必要
性，国民の意識及び我が国の経済社会の状況等を勘案しつつ，現在では専門的，技術
的分野に該当するとは評価されていない分野における外国人労働者の受入れについて
着実に検討していく」ことが示されました。2000年代は，1990年代のような人手不足
という差し迫った問題への対応というよりも，人口減少という中長期的な課題が外国
人労働者の受け入れを巡る論争に火を着けたということが出来るでしょう。この後，
民間や各省庁から様々な労働者政策の提案がなされていきます。
　2000年代の具体的な政策内容はどういうものだったでしょうか。研修生や技能実習
生を受け入れた企業の一部には，研修・技能実習制度の本来の目的を無視して，実質
的に単なる低賃金労働者として扱うものがあり，このような企業によって様々な問題
が引き起こされていました。例えば賃金の不払いなどの労働関係法令違反，或いは事
業主によるパスポートの強制管理，更には，「受入れ団体」─ 中小企業は個々に外国
人を受け入れるのではなく，「受入れ団体」という民間団体が受入れを斡旋していまし
た ─ が充分な指導・監督を行わない等の問題が指摘されました。要するに人権侵
害が起きているということです。その結果，三和サービス事件 ─ これは，企業によ
って賃金不払いなどが技能実習生に対してなされたとして，技能実習生が訴えた事件
でした ─ に対する津地裁判決（2009年３月），名古屋高裁判決（2010年３月）では，外
国人研修生・技能実習生に労働者性を認める，つまり労働関係法令を適用しない今の
入管政策は間違っているという判決が出されました。そうした状況から，入管法の改
正が2009年７月に行われまして，外国人技能実習生に労働関係法令が適用されること
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になりました。また，在留資格も，従来は１年目＝「研修」，２年目＝「特定活動」とい
う中途半端な資格だったのですが，技能実習生は１年目から「技能実習」という独自
の確固とした資格を与えられました。これにより，実習生の身分が強化されたといえ
るでしょう。
　この時期，技能実習以外にも様々な政策が導入されました。例えば新しい在留資格
制度（2009年）です。これは３か月以上日本に滞在する外国人に対して，居住地や就労
資格などの在留期間が記入された身分証を交付するというものです。法務大臣が，在
留する外国人の在留管理に必要な情報を一元的に把握するという観点から導入された
仕組みです。それから外国人雇用状況報告制度（2007年）も創設されました。これは
外国人を雇用する事業主に，外国人労働者の雇用管理を改善し，或いは再就職を支援
する努力義務を課すものです。外国人を雇用する事業主は，厚生労働大臣に雇用状況
を届け出ることが義務化されました。更に，この時期には二つの規制緩和策が取られ
ました。経済連携協定（EPA）を締結して看護師や看護福祉士などの候補者を受け入
れる新しいルートが開かれました（2008〜2014年）。インドネシア，フィリピン，べト
ナムの３か国が対象となります。外務省と経済産業省を中心にこの政策が進められま
した。それから，内野先生からもご指摘がありましたが，留学生30万人計画が2008年
に策定されまして，2020年を目途として30万人の留学生受入れを目指す方針が取られ
ました。
　2000年代の入管政策を分析してみますと，第一に，技能実習生に労働関係法令を適
用させるというかたちで，国内外からの様々な批判に対応したということがあります。
先ほど申しましたように三和サービス事件の名古屋高裁判決が技能実習生に労働者性
を認めたことの影響もあったと思います。日本弁護士連合会などは，技能実習制度そ
のものを廃止すべきだと提案していますが，とはいえ，一定程度，「人権の原理」に基
づく改善はみられたといえましょう。第二に，しかしそれは問題点の部分的改善に留
まっていて，いわゆる「フロントドア政策」へと舵を切るものではなかった。技能実
習制度の微修正に過ぎない変化であったことも事実です。第三に，これも先に申しま
した，新在留管理制度，外国人雇用報告制度が導入されて，外国人の在留管理体制が
強化されることになります。このことは，いわゆる治安維持，外国人を行政が管理す
るという観点からの政策ではありますが，同時にその外国人に関する情報は彼らの権
利を守るための情報，彼らを保護するための情報にもなりますので，「主権の原理」と
同時に「人権の論理」が反映された政策といえるかと思います。更に第四に，産業界
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からの要望に押されるかたちで，EPAを通じた受入れ，それから留学生の受入れが推
進されました。これは「経済の原理」を反映するものです。こうして，三つの原理が
それぞれにせめぎ合うようなかたちで，この時代の政策が形作られたといえるでしょ
う。
　最後に2010年代，現在の日本の入管政策について，その背景と経緯，内容，分析をお
話します。この時期の特徴としては，有効求人倍率が大きく上昇している，様々な産
業分野において人手不足が発生しているということを指摘出来ます。特に建設業の人
手不足は深刻です。東日本大震災からの復興事業が原因として挙げられますが，それ
と同時に2012年に成立した安倍内閣が公共事業を拡大していることも関係しています。
また，2020年の東京オリンピック・パラリンピックの招致に伴って，東京を中心に建
設需要が拡大しているということもあって，人手不足は拡大の一途です。もう一つ，
大きな変化は，日系ブラジル人が大量帰国をしてしまったことです。これはリーマン
ショックが原因でした。リーマンショックを機に，大企業の製造業分野を中心に雇用
されていた外国人労働者の中でも日系ブラジル人が，派遣切りに遭いまして，ピーク
時（2007年）は約33万人いた外国人労働者が約18万人へと大幅に減少しています。こ
れにはもう一つ理由があります。それは，近年のブラジルの景気がいいことです。現
在，新興国において好景気が継続していることも，日本で働くメリットがないと考え
た日系ブラジル人がブラジルに帰ってしまう一因となりました。これによって益々，
外国人労働力が不足するという状況が2010年代に発生しております。
　2010年代の入管政策の特徴・内容についていいますと，画期的な政策が，2015年４
月から始まりました。それは，建設分野および建設分野との間で人材の流動性が高い
造船分野における緊急措置として，国土交通大臣が適正な外国人材受入れの確保に関
与する枠組みを作る，というものです。政府が人手不足を理由として外国人労働者の
一時的導入を初めて認めたことになります。これまでは人手不足だという理由で外国
人を受け入れてはこなかったのですが，緊急措置として今回認めたわけです。これを
具体的にいいますと即戦力を確保する目的で技能実習を修了した外国人を対象とし，
彼らに最大で２年間，滞在期間を延長して建設・造船に従事させる，そういう枠組み
です。
　二つ目の政策は，技能実習法（外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に
関する法律）という法律が2016年11月に制定されたことです。先ほど申しましたように，
従来の外国人技能実習制度は，法務省の告示で行われておりました。法改正を伴った
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ものではありませんでした。しかし，ここで初めて，技能実習法が国会で審議された，
つまり外国人労働者政策が国会の場において与野党の間で審議されたという意味では
非常に意義深いものといえましょう。この技能実習法には「理念」が挙げられていま
す。一つは「技能等の適正な修得，習熟又は熟練」のために「技能実習生が技能実習に
専念できるようにその保護を図る体制が確立されなければならない。」（３条１項）と
いうこと。つまり2009年の法改正で労働関係法令が適用されるようにはなったのです
が，まだまだ人権侵害が起きているとの批判が後を絶たない中で，技能実習の適正な
実施に一層努めるのだということが示されたのです。もう一つの基本理念は，「技能
実習は，労働力の需給の調整の手段として行われてはならない。」（３条２項）というこ
と。あくまで人手不足解消が目的ではなく，国際協力のための制度なのだ，という建
前を堅守するわけです。これ以上，技能実習法の詳細に立ち入ることは出来ませんが，
外国人技能実習生を事業主の搾取から守るような監視体制を作るということと併せて，
優良な監理団体，外国人労働者を受け入れている優良な実施企業に対しては，従来３
年間までだった技能実習生の受入れ期間を最長５年に延長するという制度が設けられ
ました。技能実習の規制を強化する面を伴いながら，その一方で技能実習生を長く雇
用することが出来るようにする。いわばアメとムチの使い分けのような法律になって
いるといえます。
　更に本年（2017年）11月，技能実習職種に「介護」が追加されました。これは，技能実
習制度における初の対人サービス職種となります。これまでの技能実習制度は製造業
と農林水産業が中心だったのですから，大きな変化です。対人サービス職種となりま
すと，当然，日本語能力とかコミュニケーションスキルが従来以上に重視されます。
そのことについて不安の声を挙げる人もいますが，現在，介護業界は人手不足ですの
で，強い政治的な圧力もかかっておりまして，その導入を認めることになったもので
す。時間の関係で，高度人材ポイント制度の導入（2012年５月），国家戦略特区におけ
る家事支援外国人の入国・在留を認める特例措置の開始（2016年３月）についての説明
は省略致します。
　この時期の入管政策に対する分析として四点挙げたいと思います。第一点目に，建
設分野・造船分野の人手不足を正面から認め，その解消のために外国人を受け入れる
方向への方針転換が図られたこと，つまり「経済の原理」を認めたということは大き
い意義を持ちます。それから，技能実習制度は，その1993年における創立以後，23年
を経て漸く，法律に根拠を持つ制度となったということの意義も大きいものがありま
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す。これは適切な取組みであったと指摘されることが多い。国会審議を通じて，外国
人労働者の受入れのあり方についての議論が深まりましたし，また，新聞や雑誌など
では，外国人労働者に関する特集が昨年は組まれております。しかしながら，第三点
目としまして，技能実習制度は国際協力のための制度であるという建前はなお維持さ
れていることも確認されました。第四点目として，2010年代には様々な多様なルート
を作って外国人の受入れを図っていこうとする動きは変わっておりません。
　最後に結論を述べます。第一に，ここまでみて来たように，入管政策では「主権の
原理」「経済の原理」「人権の原理」という三つの原理が調整されています。この三つ
の原理が相互にせめぎ合っている状況ですので，外国人労働者を全面的に開放して受
け入れるとか，逆に全面的に閉鎖するとかいった極端な結論には至りません。むしろ
外国人労働者の受入れのブレーキとアクセルを同時に踏むような矛盾した政策が採ら
れることが多いといえるかと思います。一方で，第二に，日本で入国管理を所掌する
のは法務省で，法務省の権限が強いため，従来から基本的には治安対策に焦点が置か
れてきましたといえるでしょう。しかし第三に，そうはいいながらも，外国人労働者
を必要とする「経済の原理」からの要請に応えなければならず，また外国人が増加す
るとその人権を守らなくてはならない。裁判所の判決も出る，国連等海外からの目も
厳しいということで，少しずつ人権の側面も充実させていかなくてはなりません。漸
層主義的な微修正を繰り返しながら政策を変更していく（ある時突然内閣が「外国人を
受け入れます」というのではなく，事実上，「いつのまにか労働者受入れ国になっていまし
た」という） ─ 戦略を日本政府は描いているといってよいでしょう。
　多文化共生の観点から一つ付け加えますと，日本の国レヴェルでは多文化共生を推
進する力が希薄であると思います。総務省が多文化共生を所管することにはなってお
りますけれども，その人員や予算は非常に限られたものでして，事実上，自治体に任
せている状態になっています。
　以上で私の方からの報告を終わります。ご清聴ありがとうございました。（拍手）
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【対論と質疑応答】
鈴木：それでは，残りの時間を意見交換と質疑に充てたいと思います。まず，私の方から内
野先生に二点ほどご質問を致しまして，その後はフロアの皆さまから時間の許す限りご質問
を頂くことにしたいと思います。
　内野先生に伺いたいことの第一点目ですが，─ 今回，多文化共生施策について詳しくご
紹介頂きましたが，その中で果す国の役割というのが余り見えてこなかったように思います。
国の省庁はどのように自治体の多文化共生行政に関わっていくのか。或いは関わってこな
いのか。総務省に関しては先ほど言及して頂きましたけれども，それ以外の省庁，例えば厚
生労働省は労働基準監督署とか，或いはハローワークといった組織を所管しているわけです。
その他，法務省は入国管理局を所管しておりますね。新宿区の観点からみて，どういう省庁
が多文化共生にどういうかたちで関与しているのかを教えて頂きたい，というのが第一点目
のご質問です。
　二点目は，多文化共生施策を実施するに当たって，区議会や区民の理解をどうやって得て
おられるのか，という点です。
新宿区は予算的にも人員的にも
他の区と比べて優れた多文化共
生施策を実施しておられますが，
それを実施するためには区議会
や区民の理解が不可欠だと思い
ます。おそらくどの自治体でも
「外国人よりも日本人を優先し
ろ」だとかいう意見が出てきや
すいと考えられますが，にもか
かわらず外国人のための施策を
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